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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1) 経営成績に関する分析 

① 当事業年度の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、消費税増税の影響も一服し、北陸新幹線の開通や中国人観光客によるインバ

ウンド消費等が景気を下支えする結果となりました。企業業績は、原油価格の下落や雇用環境の改善から、概ね好

調に推移して参りました。その一方、中国では株式市場の暴落や不動産投資の急激な冷え込みがあり、好調に推移

していた輸出産業に、今後影響を及ぼす懸念が残りました。 

建設業界におきましては、建設労働者の人手不足感が春先をピークに落ち着きを取り戻したものの、労務費は高

止まりしており、建設資材価格も同様に高い水準に留まっています。建築需要は、概ね安定して推移しており、杭

打ち偽装問題を発端にマンション等の販売が鈍ったものの、需要を大きく引き下げる要因とはなりませんでした。 

このような経営環境の中、当事業年度において、過去最高の売上を計上した前期実績を上回ることが出来ません

でした。これは主に、当初想定よりも建築需要が伸び悩んだことや、一部業種の職工不足による工事の遅延、住宅

需要の低迷から、戸建て住宅向け太陽光パネル販売が大幅な減収を余儀なくされたこと等によるものです。利益面

については、仕入コストの値上がり分を、販売価格に適切に転嫁することが十分に出来なかったことや、人件費の

増加等により、利益率の低下をまねく要因となりました。 

この結果、当事業年度の売上高は、176億49百万円（前期比2.4％減）、営業利益３億60百万円（前期比21.5％

減）、経常利益４億22百万円（前期比20.3％減）となりました。また、当期純利益は２億64百万円（前期比13.1％

減）となりました。 

事業部門別売上高明細表 

（単位：千円、未満切捨） 
 

区分 

前事業年度 

（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

当事業年度 

（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 増減 

増減率 

（％） 

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 

軽量鋼製下地材・不燃材 12,759,122 70.6 12,975,700 73.5 216,578 1.7 

建築金物・エクステリア 1,579,924 8.7 1,527,135 8.7 △52,788 △3.3 

鉄線・溶接金網 1,199,771 6.6 1,096,783 6.2 △102,987 △8.6 

ＡＬＣ金具副資材 937,606 5.2 882,027 5.0 △55,579 △5.9 

カラー鉄板・環境関連 1,509,032 8.4 1,079,329 6.1 △429,702 △28.5 

窯業建材金具副資材 97,206 0.5 88,048 0.5 △9,158 △9.4 

合計 18,082,664 100.0 17,649,025 100.0 △433,638 △2.4 

 

② 次期の見通し 

平成28年度のわが国の経済見通しは、円安効果、原油安効果が一巡し、力強さに欠けるものの、堅調に推移して

いくものと見込まれます。また、世界経済におきましては、中国の景気減速や中東情勢を巡る欧州諸国の対立とい

った不安要素があるものの、当面横ばい状態が続くと予想されます。 

このような状況の中で、当社は地域に根ざした営業活動を推進し、物件情報の収集に努め、新規顧客獲得に取り

組むとともに、徹底したコスト削減に努め、収益の向上を目指してまいります。 

なお、次期の業績予想は次のとおりであります。 

売上高      18,500 百万円 

営業利益        365 百万円 

経常利益       433 百万円 

当期純利益      255 百万円 
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(2) 財政状態に関する分析 

（財政状態の分析） 

① 資産 

資産合計は、123億61百万円で前事業年度末に比べ３億71百万円の増加となりました。 

流動資産は、前事業年度末に比べ３億61百万円増加し、96億10百万円となりました。この主な要因は、現金及び

預金が３億74百万円、電子記録債権が１億26百万円増加した一方で、受取手形が85百万円、商品が40百万円減少し

たことによるものです。 

固定資産は、前事業年度末に比べ９百万円増加し、27億51百万円となりました。この主な要因は、有形固定資産

が９百万円増加したことによるものです。 

② 負債 

負債合計は、69億７百万円で前事業年度末に比べ１億58百万円の増加となりました。 

流動負債は、前事業年度末に比べ32百万円増加し、65億74百万円となりました。この主な要因は、支払手形が２

億65百万円、買掛金が42百万円、未払金が32百万円増加した一方で、短期借入金が１億50百万円、未払法人税等が

86百万円、未払消費税等が55百万円、賞与引当金が13百万円減少したことによるものです。 

固定負債は、前事業年度末に比べ１億26百万円増加し、３億33百万円となりました。この主な要因は、長期借入

金が１億９百万円増加したことによるものです。 

③ 純資産 

純資産合計は、54億54百万円で前事業年度末に比べ２億12百万円の増加となりました。この主な要因は、利益剰

余金が２億15百万円増加したことによるものです。 

（キャッシュ・フローの状況） 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末に比べ３億24百万円増加し、

当事業年度末には30億63百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は、４億96百万円（前期は９億31百万円の獲得）となりまし

た。 

これは主に、税引前当期純利益４億25百万円、減価償却費44百万円の計上、たな卸資産の減少39百万円、仕入債

務の増加３億８百万円の一方で、売上債権の増加25百万円、その他の負債の減少43百万円、法人税等の支払額２億

34百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、75百万円（前期は77百万円の獲得）となりました。 

これは主に、定期預金の払戻による収入２億50百万円、投資有価証券の売却による収入63百万円の一方で、定期

預金の預入による支出３億円、有形固定資産の取得による支出19百万円、投資有価証券の取得による支出51百万

円、貸付けによる支出14百万円などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、96百万円（前期は１億４百万円の使用）となりました。 

これは主に、長期借入れによる収入２億30百万円の一方で、短期借入金の純減額１億50百万円、長期借入金の返

済による支出１億23百万円、配当金の支払額49百万円などによるものであります。 

当社のキャッシュ・フロー指標トレンドは下記のとおりであります。 

  平成25年12月期 平成26年12月期 平成27年12月期 

自己資本比率 43.7 43.7 44.1 

時価ベースの自己資本比率 17.8 18.9 18.1 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 － 0.4 0.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 249.9 152.1 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
２．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元は、経営の最重要政策のひとつとして位置づけ、中長期的視点から経営基盤の確立

及び事業展開に備えるための内部保留を勘案し、業績に応じた利益還元を安定的かつ継続的に行うことを基本方針と

しております。 

当期の期末配当につきましては、平成28年２月において創業70周年を迎えるにあたり、普通株式１株あたり１円の

記念配当を実施することといたしました。これにより、当期の期末配当につきましては、１株当たり普通配当７円、

記念配当１円、合計８円を予定しております。次期の配当につきましては、安定配当及び業績予想を検討した結果、

１株当たり年間配当金は８円を予定しております。 

(4) 事業等のリスク 

当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

① 事業環境の変化 

当社の取扱い商品は、ビル等の建築に関するものが多く、想定を上回る建設需要の減少や価格の大幅な変動が生

じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

② 不良債権の発生 

当社は、売掛債権の早期回収を図るとともに、信用情報の収集に努め未然防止を心掛けております。しかしなが

ら、販売先の大半は建築に関わる取引先であり、建築需要の減少による取引先の倒産などが発生した場合には、業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 特定の取引先への依存 

当社は、主力販売商品である軽量鋼製下地材の一定割合を特定の取引先から購入しております。当社と特定の取

引先とは、これまで長期間に亘り良好な関係にあり、今後もこれまでの取引関係を維持・発展させていく方針であ

りますが、特定取引先の今後の経営方針が当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、初穂商事株式会社（当社）及び子会社１社、関連会社１社により構成

されており、事業は鉄鋼二次製品の販売、リフォーム業、運送業を行っております。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置づけは次のとおりであります。 

区分 取扱商品 会社 

鉄鋼二次製品の販売 

軽量鋼製下地材・不燃材・建築金物・エクステリ

ア・鉄線・溶接金網・ＡＬＣ金具副資材・カラー

鉄板・環境関連（太陽光発電・エコキュート）・

窯業建材金具副資材 

当社 

建設業 新築・増改築・リフォーム 株式会社タンポポホームサービス 

運送業 当社商品の配送 三宝運輸株式会社 

 

以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。 
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３．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、常にお客様の立場から、鉄鋼を中心とする建設資材の専門商社として「安全でより快適な暮らしのできる

社会づくりに貢献する」ことを基本理念としております。 

この基本理念のもと、価値観が多様化している現代社会において、人間にとって真の豊さとは何かを問われている

中で、鉄鋼・建設資材を通して、安全でより快適な暮らしのできる社会づくりに貢献するとともに、企業価値の更な

る向上を図り、株主・取引先・社員など、会社の幅広い利害関係者の信頼と期待に応えて行くことを基本方針として

おります。 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、企業価値を向上していくことを経営の目標としております。経営指標といたしましては、企業の付加価値

を如何に高めることができるかを重視し、自己資本当期純利益率及び売上高経常利益率の上昇を目指してまいりま

す。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

経済のグローバル化などを背景に目まぐるしく変化する経営環境の中、変化に適応できる経営基盤の確立に取り組

んでまいります。特に、重要な経営資源である人材の確保と育成は、ベテラン社員の退職や人材の流動化が進む中、

組織のパフォーマンスを向上させるため、次のテーマに取り組んでまいります。 

① 変化への適応力の向上 

市場の急激の変化、グローバル化、新しいビジネスモデルの台頭など環境が激しく変化する中で、変化に適応で

きる人材を育成するために、「将来必要なスキルの明確化」、「専門知識のある人材の把握」、「社員相互のコラ

ボレーションの効率化」に取り組んでまいります。 

② リーダー不足の解消 

人材にかかわる深刻な課題としてリーダーの不足が成長の阻害要因となっており、有能な人材の採用、育成に取

り組んでまいります。 

③ 有能な人材の確保・保持 

グローバリゼーション、労働人口の変化、新しい世代のライフ・スタイルの変化などが人材の流出を促してお

り、人材の保持とともに将来のビジネス・ニーズに応えるためのスキルを持つ社員の育成に取り組んでまいりま

す。 

④ 成長の促進 

成長のためのビジネス課題である「業務の効率化」、「新商品の開発」、「新たな市場、地域への進出」に取り

組んでまいります。 

(4) 会社の対処すべき課題 

今後のわが国の経済見通しは、円安効果、原油安効果が一巡し、力強さに欠けるものの、堅調に推移していくもの

と見込まれます。また、世界経済におきましては、中国の景気減速や中東情勢を巡る欧州諸国の対立といった不安要

素があるものの、当面横ばい状態が続くと予想されます。 

建設業界におきましては、一部業種の職工不足により工事の遅延が続きましたが、徐々に解消してきており、後ろ

ずれしていた工事物件が動き出すことが予想されます。また、建築需要は、堅調な企業業績を背景に、緩やかに回復

していく見通しです。 

また、10％への消費税増税が、平成29年4月から実施されることが決定し、平成28年度の下半期頃から徐々に、影

響が表面化してくると予想されます。しかし、8％への増税時に比べ、企業業績に与える影響は限定的と想定されま

す。 

当社におきましては、北陸3県の連携を強化すべく、平成28年1月から金沢デリバリーセンターを開設いたしまし

た。今後も、既存拠点間を結ぶ中継基地の新設を計画しており、日本全国をカバーする販売網を築いていく事で、業

界内における市場シェアのアップに努めて参ります。 

そして、粘り強い交渉により適正価格による販売を進め、積載効率の見直しなど、効率的な配送体制によりコスト

ダウンを図り、利益率の回復に努めて参ります。 

内部統制の整備及び運用を強化し、コンプライアンスをより一層充実化させることで、企業としての社会的責任を

果たしていく所存であります。 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表
 

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成26年12月31日) 

当事業年度 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,818,422 3,193,358 

受取手形 ※３ 3,093,897 ※３ 3,008,156 

電子記録債権 ※３ 119,623 ※３ 246,498 

売掛金 2,408,334 2,388,894 

商品 745,132 704,969 

貯蔵品 4,894 5,456 

前払費用 24,975 28,704 

繰延税金資産 29,829 18,365 

短期貸付金 1,864 6,002 

未収入金 12,406 13,577 

その他 2,529 3,847 

貸倒引当金 △13,548 △7,505 

流動資産合計 9,248,360 9,610,325 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） ※２ 259,883 ※２ 246,588 

構築物（純額） 6,146 5,466 

機械及び装置（純額） 49,802 75,744 

車両運搬具（純額） 3,565 5,301 

工具、器具及び備品（純額） 14,695 11,696 

土地 ※２ 1,505,958 ※２ 1,506,980 

リース資産（純額） 5,656 3,127 

有形固定資産合計 ※１ 1,845,708 ※１ 1,854,905 

無形固定資産    

ソフトウエア 2,772 1,533 

電話加入権 7,509 7,509 

その他 977 1,111 

無形固定資産合計 11,260 10,154 

投資その他の資産    

投資有価証券 122,669 111,389 

出資金 19,740 19,740 

長期貸付金 28,490 34,498 

関係会社長期貸付金 12,000 12,000 

破産更生債権等 64,595 52,911 

長期前払費用 10,644 11,206 

投資不動産（純額） ※１,※２ 133,306 ※１,※２ 133,004 

差入保証金 362,887 378,697 

保険積立金 178,332 184,561 

その他 25,267 18,050 

貸倒引当金 △72,525 △69,499 

投資その他の資産合計 885,408 886,560 

固定資産合計 2,742,376 2,751,619 

資産合計 11,990,737 12,361,945 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当事業年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 ※３ 3,845,535 ※３ 4,111,510 

買掛金 1,805,904 1,848,390 

短期借入金 ※２ 320,000 ※２ 170,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 87,780 ※２ 85,030 

未払金 114,019 146,442 

未払費用 33,233 33,209 

未払法人税等 137,639 50,704 

未払消費税等 92,104 36,362 

前受金 7,739 4,444 

預り金 40,849 45,146 

賞与引当金 49,826 36,600 

その他 7,291 6,221 

流動負債合計 6,541,923 6,574,061 

固定負債    

長期借入金 8,370 ※２ 117,510 

繰延税金負債 9,686 6,861 

役員退職慰労引当金 90,045 99,469 

資産除去債務 23,606 24,003 

その他 75,457 85,890 

固定負債合計 207,166 333,735 

負債合計 6,749,089 6,907,796 

純資産の部    

株主資本    

資本金 885,134 885,134 

資本剰余金    

資本準備金 1,316,079 1,316,079 

その他資本剰余金 95 95 

資本剰余金合計 1,316,174 1,316,174 

利益剰余金    

利益準備金 125,500 125,500 

その他利益剰余金    

特別償却準備金 18,957 16,862 

別途積立金 2,153,500 2,153,500 

繰越利益剰余金 841,238 1,058,351 

利益剰余金合計 3,139,196 3,354,213 

自己株式 △120,492 △121,275 

株主資本合計 5,220,013 5,434,247 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 21,633 19,901 

評価・換算差額等合計 21,633 19,901 

純資産合計 5,241,647 5,454,148 

負債純資産合計 11,990,737 12,361,945 
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（２）損益計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 18,082,664 17,649,025 

売上原価    

商品期首たな卸高 872,907 745,132 

当期商品仕入高 14,994,937 14,728,812 

合計 15,867,845 15,473,945 

商品期末たな卸高 745,132 704,969 

商品売上原価 ※４ 15,122,712 ※４ 14,768,976 

売上総利益 2,959,951 2,880,049 

販売費及び一般管理費    

荷造運搬費 615,030 608,243 

貸倒引当金繰入額 9,278 △10,136 

役員報酬 80,491 83,777 

給料及び手当 934,408 979,984 

賞与引当金繰入額 49,826 36,600 

退職給付費用 19,271 19,198 

役員退職慰労引当金繰入額 10,501 9,424 

福利厚生費 181,499 186,733 

賃借料 255,641 262,777 

減価償却費 44,230 43,244 

その他 299,930 299,261 

販売費及び一般管理費合計 2,500,110 2,519,109 

営業利益 459,840 360,939 

営業外収益    

受取利息 4,829 4,612 

受取配当金 2,620 2,355 

仕入割引 59,801 56,519 

受取賃貸料 9,683 10,225 

貸倒引当金戻入額 1,395 － 

その他 14,047 13,834 

営業外収益合計 92,377 87,548 

営業外費用    

支払利息 3,729 3,264 

売上割引 14,499 13,486 

賃貸費用 3,447 1,598 

貸倒引当金繰入額 － 7,290 

その他 694 577 

営業外費用合計 22,371 26,217 

経常利益 529,847 422,270 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

特別利益    

固定資産売却益 ※１ 129 ※１ 658 

投資有価証券売却益 7,917 7,208 

特別利益合計 8,046 7,866 

特別損失    

固定資産売却損 ※２ 615 － 

固定資産除却損 ※３ 383 ※３ 1,745 

投資有価証券売却損 － 2,884 

投資有価証券評価損 1,969 － 

特別損失合計 2,968 4,629 

税引前当期純利益 534,925 425,507 

法人税、住民税及び事業税 230,982 150,237 

法人税等調整額 △66 11,098 

法人税等合計 230,916 161,335 

当期純利益 304,009 264,171 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 その他資本

剰余金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計   
特別償却
準備金 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 885,134 1,316,079 84 1,316,163 125,500 8,613 2,153,500 588,537 2,876,150 

当期変動額                   

剰余金の配当               △40,964 △40,964 

特別償却準備金の積立           11,542   △11,542 － 

特別償却準備金の取崩           △1,197   1,197 － 

当期純利益               304,009 304,009 

自己株式の取得                   

自己株式の処分     11 11           

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                   

当期変動額合計 － － 11 11 － 10,344 － 252,700 263,045 

当期末残高 885,134 1,316,079 95 1,316,174 125,500 18,957 2,153,500 841,238 3,139,196 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

当期首残高 △120,362 4,957,086 17,283 17,283 4,974,370 

当期変動額           

剰余金の配当   △40,964     △40,964 

特別償却準備金の積立   －     － 

特別償却準備金の取崩   －     － 

当期純利益   304,009     304,009 

自己株式の取得 △271 △271     △271 

自己株式の処分 141 153     153 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）     4,350 4,350 4,350 

当期変動額合計 △129 262,927 4,350 4,350 267,277 

当期末残高 △120,492 5,220,013 21,633 21,633 5,241,647 
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当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金
合計   

特別償却
準備金 別途積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 885,134 1,316,079 95 1,316,174 125,500 18,957 2,153,500 841,238 3,139,196 

当期変動額                   

剰余金の配当               △49,154 △49,154 

特別償却準備金の取崩           △2,095   2,095 － 

当期純利益               264,171 264,171 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                   

当期変動額合計 － － － － － △2,095 － 217,112 215,017 

当期末残高 885,134 1,316,079 95 1,316,174 125,500 16,862 2,153,500 1,058,351 3,354,213 

 

           

  株主資本 評価・換算差額等 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

当期首残高 △120,492 5,220,013 21,633 21,633 5,241,647 

当期変動額           

剰余金の配当   △49,154     △49,154 

特別償却準備金の取崩   －     － 

当期純利益   264,171     264,171 

自己株式の取得 △783 △783     △783 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）     △1,732 △1,732 △1,732 

当期変動額合計 △783 214,233 △1,732 △1,732 212,500 

当期末残高 △121,275 5,434,247 19,901 19,901 5,454,148 
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（４）キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 534,925 425,507 

減価償却費 46,383 44,613 

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,992 △13,226 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,909 △9,068 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,501 9,424 

受取利息及び受取配当金 △7,449 △6,968 

支払利息 3,729 3,264 

有形固定資産除売却損 998 1,745 

有形固定資産売却益 △129 △658 

投資有価証券売却損益（△は益） △7,917 △4,323 

投資有価証券評価損益（△は益） 1,969 － 

売上債権の増減額（△は増加） 38,843 △25,057 

たな卸資産の増減額（△は増加） 127,450 39,601 

仕入債務の増減額（△は減少） 317,095 308,988 

その他の資産の増減額（△は増加） △5,202 △3,233 

その他の負債の増減額（△は減少） 92,837 △43,110 

小計 1,148,132 727,497 

利息及び配当金の受取額 7,445 6,966 

利息の支払額 △3,681 △3,172 

法人税等の支払額 △220,009 △234,805 

営業活動によるキャッシュ・フロー 931,887 496,485 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △200,000 △300,000 

定期預金の払戻による収入 300,000 250,000 

有形固定資産の取得による支出 △29,766 △19,547 

有形固定資産の売却による収入 142 800 

無形固定資産の取得による支出 △470 △713 

投資有価証券の取得による支出 △12,354 △51,997 

投資有価証券の売却による収入 25,137 63,409 

貸付けによる支出 － △14,000 

貸付金の回収による収入 2,671 3,853 

その他の支出 △10,520 △7,298 

その他の収入 2,340 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー 77,179 △75,494 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 △150,000 

長期借入れによる収入 － 230,000 

長期借入金の返済による支出 △109,980 △123,610 

自己株式の取得による支出 △271 △783 

自己株式の売却による収入 153 － 

配当金の支払額 △40,854 △49,004 

その他 △3,865 △2,655 

財務活動によるキャッシュ・フロー △104,818 △96,053 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 904,248 324,936 

現金及び現金同等物の期首残高 1,834,173 2,738,422 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,738,422 ※ 3,063,358 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

……時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

……時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商  品：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により算

定しております。

貯蔵品：最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によ

り算定しております。

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物［附属設備を除く］については定額法）を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物  ８～38年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）によっております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

※１ 減価償却累計額

 
前事業年度 

（平成26年12月31日） 
当事業年度 

（平成27年12月31日） 

有形固定資産 1,661,196千円 1,692,935千円 

投資不動産 21,060 21,362 

 

※２ 担保に供している資産

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
当事業年度

（平成27年12月31日）

土地 164,138千円 164,138千円

建物 13,381 12,636

投資不動産 9,000 9,000

合計 186,519 185,775

 

 上記に対応する債務

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
当事業年度

（平成27年12月31日）

短期借入金 100,000千円 100,000千円

１年内返済予定の長期借入金 10,000 10,000

長期借入金 ― 17,500

合計 110,000 127,500

 

※３ 期末日満期手形等の処理について

期末日満期手形等の会計処理は、手形交換日等をもって決済処理しております。 

なお、事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含まれております。 

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
当事業年度

（平成27年12月31日）

受取手形 241,628千円 250,635千円

電子記録債権 3,741 29,318

支払手形 708,219 759,015
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（損益計算書関係）

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

機械及び装置 29千円 658千円

車両運搬具 59 ― 

工具、器具及び備品 39 ― 

計 129 658

 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

工具、器具及び備品 615千円 ―千円 

計 615 ― 

 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

建物 0千円 ―千円 

工具、器具及び備品 47 1,353

ソフトウェア ― 73

処分費用等 335 318

計 383 1,745

 

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

 前事業年度 
（自 平成26年１月１日 

  至 平成26年12月31日） 

 当事業年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

12,202千円 △8,637千円 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  当事業年度期首株式数(株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株) 

発行済株式        

普通株式 8,701,656 ― ― 8,701,656

合計 8,701,656 ― ― 8,701,656

自己株式        

普通株式 508,832 987 600 509,219

合計 508,832 987 600 509,219

（注）自己株式の数の増加及び減少は、単元未満株式の買取りによる増加987株、買増し請求に伴う売渡による減少600株

であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額（千円) １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 40,964 5.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 49,154 利益剰余金 6.00 平成26年12月31日 平成27年３月30日

 

当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  当事業年度期首株式数(株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株) 

発行済株式        

普通株式 8,701,656 ― ― 8,701,656

合計 8,701,656 ― ― 8,701,656

自己株式        

普通株式 509,219 2,402 ― 511,621

合計 509,219 2,402 ― 511,621

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加2,402株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額（千円) １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 49,154 6.00 平成26年12月31日 平成27年３月30日

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年３月25日
定時株主総会

普通株式 65,520 利益剰余金 8.00 平成27年12月31日 平成28年３月28日

（注）平成28年３月25日定時株主総会による１株当たり配当額の内訳は、普通配当７円、記念配当１円であります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 2,818,422千円 3,193,358千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △80,000 △130,000

現金及び現金同等物 2,738,422 3,063,358

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、営業用車両（車両運搬具）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円）

 
前事業年度

（自  平成26年１月１日
至  平成26年12月31日）

当事業年度

（自  平成27年１月１日
至  平成27年12月31日）

１年内 3,968 6,161

１年超 11,056 15,551

合計 15,024 21,712
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は運転資金や設備資金など、事業活動に必要な資金を銀行借入等により調達しております。また、一

時的な余剰資金は流動性が高く安全性の高い金融資産で運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び電子記録債権、売掛金、破産更生債権等は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。投資有価証券は、業務上で関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。差入保証金は、主に営業拠点の土地及び建物を賃借するための敷金と営業取引に係る保証金であ

り、契約先（賃貸人又は取引先）の信用リスクに晒されております。営業債務である支払手形及び買掛金

は、そのすべてが6ヵ月以内の支払期日であります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に必要な流

動資金の調達（3ヵ月以内）であり、長期借入金は、長期運転資金及び設備投資に係る資金調達（3年以内）

であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権について、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、財政状況を注視しながら、回

収懸念のある先には抵当権の設定等により債権保全し、リスク軽減を図っております。差入保証金につい

ては、契約時から定期的に格付取得状況や財産状態等を調査し、一定以上の信用力が維持されていること

を確認しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握することにより市場価格の変動リス

クの軽減を図っております。借入金の変動金利に対して、デリバティブ取引（金利スワップ）を利用する

等、必要に応じて固定化を図りリスクをヘッジしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

営業債務及び借入返済に対する資金調達は、決済資金予定と設備計画を合わせた資金繰計画に基づいて

管理しております。決済資金については、手許資金を維持しながら、銀行からの充分な資金調達枠の確保

によって対処しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（(注)２参照）

前事業年度（平成26年12月31日） 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 2,818,422 2,818,422 ― 

(2) 受取手形 3,093,897 3,093,897 ― 

(3) 電子記録債権 119,623 119,623 ― 

(4) 売掛金 2,408,334 2,408,334 ― 

(5) 投資有価証券

その他有価証券

 

120,829

 

120,829

 

― 

(6) 差入保証金

販売拠点敷金等

 

73,738

 

64,929

 

△8,809

(7) 破産更生債権等

貸倒引当金

64,595

△58,761

 

 

 

 

  5,833 5,833 ― 

資産計 8,640,679 8,631,870 △8,809

(1) 支払手形 3,845,535 3,845,535 ― 

(2) 買掛金 1,805,904 1,805,904 ― 

(3) 短期借入金 320,000 320,000 ― 

(4) 1年内返済予定の長期借入金 87,780 87,780 ― 

(5) 長期借入金 8,370 8,370 ― 

負債計 6,067,589 6,067,589 ― 

デリバティブ取引 ― ― ― 

 
当事業年度（平成27年12月31日） 
 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 現金及び預金 3,193,358 3,193,358 ― 

(2) 受取手形 3,008,156 3,008,156 ― 

(3) 電子記録債権 246,498 246,498 ― 

(4) 売掛金 2,388,894 2,388,894 ― 

(5) 投資有価証券

その他有価証券

 

109,549

 

109,549

 

― 

(6) 差入保証金

販売拠点敷金等

 

73,738

 

66,127

 

△7,610

(7) 破産更生債権等

貸倒引当金

52,911

△46,195

 

 

 

 

  6,715 6,715 ― 

資産計 9,026,912 9,019,301 △7,610

(1) 支払手形 4,111,510 4,111,510 ― 

(2) 買掛金 1,848,390 1,848,390 ― 

(3) 短期借入金 170,000 170,000 ― 

(4) 1年内返済予定の長期借入金 85,030 85,030 ― 

(5) 長期借入金 117,510 117,510 ― 

負債計 6,332,441 6,332,441 ― 

デリバティブ取引 ― ― ― 
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 電子記録債権、(4) 売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5) 投資有価証券

株式は取引所の価格により、証券投資信託受益証券は、取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。

(6) 差入保証金

相手先の信用リスクを加味した利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(7) 破産更生債権等

担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は、決算日における貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

負債

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) １年内返済予定の長期借入金、（5) 長期借入金

これらは元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。その結果、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

デリバティブ取引

該当事項はありません。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
前事業年度

（平成26年12月31日）
当事業年度

（平成27年12月31日）

(1) 投資有価証券    

非上場株式 1,840 1,840

(2) 関係会社株式    

子会社株式 0 0

関連会社株式 0 0

(3) 差入保証金    

営業保証金等 289,149 304,959

合計 290,989 306,799

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」の表中には含めておりません。

- 21 -

初穂商事㈱（7425） 平成27年12月期 決算短信（非連結）



３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,807,094 ― ― ― 

受取手形 3,093,897 ― ― ― 

電子記録債権 119,623 ― ― ― 

売掛金 2,408,334 ― ― ― 

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期がある

もの 
― 21,407 23,426 ― 

差入保証金 ― 17,615 7,350 48,772

破産更生債権等 ※ 3,458 2,375 ― ― 

合計 8,432,407 41,399 30,777 48,772

※ 破産更生債権等のうち償還予定の時期及び金額が見込めない58,761千円については、含まれておりません。
 

当事業年度（平成27年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,185,890 ― ― ― 

受取手形 3,008,156 ― ― ― 

電子記録債権 246,498 ― ― ― 

売掛金 2,388,894 ― ― ― 

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期がある

もの 
― ― 37,881 ― 

差入保証金 ― 24,966 5,232 43,540

破産更生債権等 ※ 2,186 707 ― ― 

合計 8,831,626 25,673 43,113 43,540

※ 破産更生債権等のうち償還予定の時期及び金額が見込めない50,017千円については、含まれておりません。

４．短期借入金、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

前事業年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 320,000 － － － － －

長期借入金 87,780 8,370 － － － －

リース債務 2,655 1,559 774 774 129 －

合計 410,435 9,929 774 774 129 －
 

当事業年度（平成27年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 170,000 － － － － －

長期借入金 85,030 76,660 40,850 － － －

リース債務 1,559 774 774 129 － －

合計 256,589 77,434 41,624 129 － －
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（有価証券関係）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式0千円、関連会社株式0千円、

前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式0千円、関連会社株式0千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

２．その他有価証券

前事業年度（平成26年12月31日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの      

株式 40,126 14,725 25,401

その他 50,053 39,945 10,107

小計 90,180 54,671 35,508

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの      

株式 21,792 23,468 △1,675

その他 8,856 9,148 △292

小計 30,649 32,617 △1,968

合計 120,829 87,288 33,540

 

当事業年度（平成27年12月31日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの      

株式 49,337 15,440 33,897

その他 － － －

小計 49,337 15,440 33,897

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの      

株式 22,330 24,853 △2,522

その他 37,881 39,907 △2,025

小計 60,211 64,760 △4,548

合計 109,549 80,200 29,348

（注）１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．非上場株式（当事業年度の貸借対照表計上額は1,840千円、前事業年度の貸借対照表計上額は1,840千円）につ

いては、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。
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３．事業年度中に売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成26年1月1日 至 平成26年12月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 8,325 705 －

その他 15,969 7,211 －

合計 24,294 7,917 －

 

当事業年度（自 平成27年1月1日 至 平成27年12月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 － － －

その他 60,287 7,208 2,891

合計 60,287 7,208 2,891

 

４．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のある株式について、減損処理したものはありません。なお、有価証券の減損にあ

たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当事業年度末に時価が取得原価の50％以下に下落し

たときに、減損処理を行っております。また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満である状態が２

年間継続するか、発行会社が債務超過状態に陥った場合、または発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も

損失が予想される場合にも、減損処理を実施しております。

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

重要なデリバティブ取引はありません。

 

当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年９月１日に適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ移

行しております。また、一定要件を満たした従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
  至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日

  至 平成27年12月31日）

(1) 確定拠出年金掛金 16,243千円 16,913千円

(2) 割増退職金 3,027 2,285

合計 19,271 19,198
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金 17,688千円  12,063千円

未払事業税 9,773   4,781

未払事業所税 1,432   1,329

その他 2,524   1,665

繰延税金資産（流動）合計 31,417   19,840

繰延税金負債（流動）      

特別償却準備金 △1,588   △1,474

繰延税金負債（流動）合計 △1,588   △1,474

繰延税金資産（流動)の純額 29,829   18,365

繰延税金資産（固定）      

貸倒引当金 26,842   23,487

役員退職慰労引当金 31,966   32,019

長期未払金 4,885   4,424

ゴルフ会員権評価損 2,803   2,542

商品評価損 11,815   7,284

関係会社株式評価損 2,808   2,546

資産除去債務 9,612   8,943

減損損失 5,874   4,842

その他 1,291   389

小計 97,900   86,480

評価性引当額 △86,507   △77,031

繰延税金資産（固定）合計 11,392   9,449

繰延税金負債（固定）      

資産除去債務に対応する除去費用 △327   △282

特別償却準備金 △8,845   △6,580

その他有価証券評価差額金 △11,906   △9,447

繰延税金負債（固定）合計 △21,079   △16,311

繰延税金負債（固定）の純額 △9,686   △6,861

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

法定実効税率 37.9％   35.5％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9   1.0

住民税均等割 3.3   3.9

法人税額の特別控除 －   △2.3

評価性引当額の増減 0.1   △0.4

復興特別法人税分の税率差異等 0.4   0.2

修正申告による影響額 0.5   －

その他 0.1   0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.2   37.9
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の35.5％から平成28年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

33.0％に、平成29年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％に変

更されております。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は593千円減少し、法

人税等調整額が1,564千円、その他有価証券評価差額金が971千円、特別償却準備金が903千円、それぞれ増

加しております。 

（持分法損益等）

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

財務諸表等規則第８条の９及び監査委員会報告第58号により、関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと

判断し、持分法を適用した場合の投資利益の金額を算出しておりません。

 

当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

財務諸表等規則第８条の９及び監査委員会報告第58号により、関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと

判断し、持分法を適用した場合の投資利益の金額を算出しておりません。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（イ）当該資産除去債務の概要

営業用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

なお、当事業年度末における資産除去債務のうち一部は、負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連

する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金

額を費用計上する方法によっております。 

（ロ）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から20～31年と見積り、割引率は1.9～2.1％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。 

（ハ）当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

期首残高 23,218千円 23,606千円

時の経過による調整額 388 396

期末残高 23,606 24,003

 

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日） 

賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日） 

賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
（単位：千円） 

 
軽量鋼製 

下地材・不燃材 
建築金物・ 

エクステリア 
鉄線・ 

溶接金網 
ＡＬＣ金具 

副資材 
カラー鉄板・ 

環境関連 
窯業建材金具 

副資材 合計 

外部顧客への売上高 12,759,122 1,579,924 1,199,771 937,606 1,509,032 97,206 18,082,664 
 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

損益計算上の売上高の10％以上の顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
（単位：千円） 

 
軽量鋼製 

下地材・不燃材 
建築金物・ 

エクステリア 
鉄線・ 

溶接金網 
ＡＬＣ金具 

副資材 
カラー鉄板・ 

環境関連 
窯業建材金具 

副資材 合計 

外部顧客への売上高 12,975,700 1,527,135 1,096,783 882,027 1,079,329 88,048 17,649,025 
 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

損益計算上の売上高の10％以上の顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

当社は、建設資材販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  平成26年１月１日  至  平成26年12月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等の 

所有(被所有) 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

子会社 ㈱タンポポホ
ームサービス 

岐阜県 
多治見市 17,000 建設業 （所有） 

直接100.0 
資金の援助 
役員の兼任 

－ － 長期未収入金 
(注2) 15,000 

－ － 長期貸付金 
(注2) 12,000 

利息の受取 
(注1) 120 未収入金 

(注2) 30 

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
２．㈱タンポポホームサービスに対し、7,100千円の貸倒引当金を計上しております。 
３．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 会社等の名称 
又は氏名 所在地 

資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社 

㈲ユーエス 広島県 
福山市 3,000 不動産 

賃貸業 
（被所有） 
直接 0.2 

事務所・倉庫賃借 
役員の兼任 

賃借料の支払 
(注1) 11,400 － － 

白百合商事㈱ 名古屋市 
千種区 10,000 不動産 

賃貸業 
（被所有） 
直接16.9 

事務所・倉庫賃借 
役員の兼任 

賃借料の支払 
(注1) 14,239 － － 

役員の近親者 斎藤 実 
(注2) － － 当社 

相談役 
（被所有） 
直接 3.2 当社相談役 

相談役報酬 
の支払 
(注1) 

12,000 － － 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 
・事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて所定金額を決定しております。 
・相談役報酬額は、常務会において決定しております。 

２．代表取締役社長斎藤 悟の実父であり、当社の代表取締役社長及び会長として企業経営に携わってきた実績があり、長年の経験、知
識、幅広い人脈等をもとに、当社に対して助言指導を行っております。 

３．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等の 

所有(被所有) 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

子会社 ㈱タンポポホ
ームサービス 

岐阜県 
多治見市 17,000 建設業 （所有） 

直接100.0 
資金の援助 
役員の兼任 

－ － 長期未収入金 
(注2) 15,000 

－ － 長期貸付金 
(注2) 12,000 

利息の受取 
(注1) 120 未収入金 

(注2) 30 

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
２．㈱タンポポホームサービスに対し、23,300千円の貸倒引当金を計上しております。 
３．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 会社等の名称 
又は氏名 所在地 

資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社 

㈲ユーエス 広島県 
福山市 3,000 不動産 

賃貸業 
（被所有） 
直接 0.2 

事務所・倉庫賃借 
役員の兼任 

賃借料の支払 
(注1) 11,400 － － 

白百合商事㈱ 名古屋市 
千種区 10,000 不動産 

賃貸業 
（被所有） 
直接16.9 

事務所・倉庫賃借 
役員の兼任 

賃借料の支払 
(注1) 14,239 － － 

役員の近親者 斎藤 実 
(注2) － － 当社 

相談役 
（被所有） 
直接 3.2 当社相談役 

相談役報酬 
の支払 
(注1) 

10,500 － － 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 
・事務所の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて所定金額を決定しております。 
・相談役報酬額は、常務会において決定しております。 

２．代表取締役社長斎藤 悟の実父であり、当社の代表取締役社長及び会長として企業経営に携わってきた実績があり、長年の経験、知
識、幅広い人脈等をもとに、当社に対して助言指導を行っております。 

３．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

 
１株当たり純資産額 639円82銭

１株当たり当期純利益金額 37円11銭
 

 
１株当たり純資産額 665円95銭

１株当たり当期純利益金額 32円25銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

   
前事業年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当事業年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当期純利益 （千円） 304,009 264,171

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 （千円） 304,009 264,171

普通株式の期中平均株式数 （千株） 8,192 8,191

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

(1) 役員の異動 

該当事項はありません。 

(2) 仕入及び販売の状況 

① 仕入実績 

当事業年度の仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

事業部門 
当事業年度 

（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 

前年同期比（％） 

軽量鋼製下地材・不燃材 （千円） 10,860,449 102.2 

建築金物・エクステリア （千円） 1,251,630 95.3 

鉄線・溶接金網 （千円） 950,609 91.7 

ＡＬＣ金具副資材 （千円） 710,290 91.4 

カラー鉄板・環境関連 （千円） 884,723 76.2 

窯業建材金具副資材 （千円） 71,108 93.4 

合計 14,728,812 98.2 

（注）１. 金額は、仕入価格によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 販売実績 

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

事業部門 
当事業年度 

（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 

前年同期比（％） 

軽量鋼製下地材・不燃材 （千円） 12,975,700 101.7 

建築金物・エクステリア （千円） 1,527,135 96.7 

鉄線・溶接金網 （千円） 1,096,783 91.4 

ＡＬＣ金具副資材 （千円） 882,027 94.1 

カラー鉄板・環境関連 （千円） 1,079,329 71.5 

窯業建材金具副資材 （千円） 88,048 90.6 

合計 17,649,025 97.6 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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